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◆◇◆ トピックス ◆◇◆ 

◇ 「孤独・孤立対策推進法案に対する意見」を内閣官房に提出 

２月22日、「孤独・孤立対策推進法案に対する意見」をまち・ひと・しごと創生対策特

別委員会が内閣官房に提出した。 

同意見では、孤独・孤立対策推進法案について、①法案に示された孤独・孤立対策地域

協議会については、類似の制度における既存の仕組みの活用など、地域の実情に応じて設

置できるようにすることとともに、その役割についても、個別のケースについて情報を共

有して支援内容を協議していく場を前提にするのではなく、地域の実情に応じて柔軟に運

用すること、②都市自治体の孤独・孤立対策に関する取組について、十分な財政措置を講

じるとともに、関係府省庁に対する事務の効率化や簡素化等に努めること等を求めた。 

（本会HP参照）  

https://www.mayors.or.jp/p_opinion/o_teigen/2023/02/230222kodokukoritu-iken.php 

[行政部] 

 

◇ 「マイナンバー法等の一部を改正する法律案に対する意見」をデジタル

庁に提出 

２月22日、「マイナンバー法等の一部を改正する法律案に対する意見」をデジタル庁に

提出した。 

同意見では、①事務の実施に当たっては、都市自治体に過度な負担が生じることのない

ようにすること、特に、戸籍等の記載事項への「氏名の振り仮名」の追加など都市自治体
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に対し新たな事務が発生する事項については、現時点で具体的な作業内容やスケジュール

等が不明確な点が多いことから、それらを早期に示すとともに、都市自治体の意見を十分

に聴き、適切に反映すること、②法律案の主旨や内容等について、国の責任において、国

民に対する十分な周知を図ること、③事前の準備経費も含めた必要な経費について、すべ

て国が負担するなど十分な支援を行うこと等を求めた。 

（本会HP参照） 

https://www.mayors.or.jp/p_opinion/o_teigen/2023/02/230222mynumberhou-iken.php 

[行政部] 

=============================================================================== 

◆◇◆ 国の会議等の動き ◆◇◆ 

≪２月22日（水）≫ 

「第44回厚生科学審議会予防接種・ワクチン分科会」がＷＥＢ会議により開催され、新

型コロナワクチンの今後の接種の在り方について審議。 

本会から清元・姫路市長が出席し、①2023年の春夏接種について、重症化リスクの高い

医療的ケア児等を持つ保護者に対しても接種機会を確保できるよう検討されたい、②新型

コロナに感染した小児の重症化リスクに関する新しい情報について、子どもの接種勧奨に

資するよう厚生労働省から積極的に発信されたい等の発言を行った。 

 [社会文教部] 

≪２月24日（金）≫ 

「第96回社会保障審議会医療部会」がＷＥＢ会議により開催され、全世代対応型の持続

可能な社会保障制度を構築するための健康保険法等の一部を改正する法律の閣議決定、我

が国の防衛力の抜本的な強化等のために必要な財源の確保に関する特別措置法の閣議決定、

第８次医療計画等に関する検討会（６事業目(新興感染症対応)）等について審議。 

本会から都竹・飛驒市長が出席し、第８次医療計画等に関する検討会（６事業目(新興感

染症対応)）等について、①新興感染症発生時に、それぞれの地域や医療機関に対して指導

できる人材確保も含めた体制整備が必要である。そのため、中核となる医療機関に専門知

識を持つ医師を配置するよう、都道府県と医療機関との間の協定に記載するとともに、平

時から感染症への知識の更新に係る研修体制等を整備されたい、②認知症患者等の配慮が

必要な患者への対応について、福祉の現場と医療機関との連携体制のあり方を十分に議論

されたい、③感染症対応に係る流動性を鑑み、国から地域の診療所等に対して、直接情報

提供する仕組みを構築するよう、検討されたい等の発言を行った。 

 [社会文教部] 

≪２月27日（月）16：30≫ 

「第135回社会保障審議会障害者部会」が開催され、障害福祉計画及び障害児福祉計画
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等の見直し、地域共生社会等について審議。本会から永松・杵築市長が出席予定。 

 [社会文教部] 

=============================================================================== 

◆◇◆ 市長の退任 ◆◇◆ 
（退任日） （ 市  名 ）    （ 市 長 名 ） 

2 月 2 2 日  神 奈 川 県 厚 木 市  小 林 常 良 

[総務部]  

=============================================================================== 

◆◇◆ 全国都市数 令和５年２月27日現在 ◆◇◆ 

＝ 815 都市 ＝ 

政 令 指 定 都 市  20  

中 核 市  62  

施 行 時 特 例 市  23  

一 般 市  687  

特 別 区  23  

[調査広報部] 

=============================================================================== 
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